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第 1章 序論 

 
 1955年 4月、東京大学生産研究所の糸川博士が開発したペンシルロケットの水平発射

に成功し、同年 8月、開設された秋田の実験場でペンシルロケットの打上げが行なわれ

た。その後の日本のロケット開発の進歩は目覚ましく、糸川博士はその功績から日本の

ロケット開発の父と呼ばれる事となる。 

 現在、糸川博士の名を持つ小惑星「イトカワ」へのサンプルリターン計画「MUSES-C」

が宇宙航空研究開発機構により行われている。これまで人類がサンプルを持ち帰った天

体は月だけであるが、月は変成してしまったため、太陽系初期のころの物質について知

ることができない。小惑星「イトカワ」は惑星が誕生するころの記録を比較的よくとど

めている化石のような天体で、この小惑星からサンプルを持ち帰る技術（サンプル・リ

ターン）が確立されれば、「惑星を作るもとになった材料がどんなものか」、「惑星が誕

生するころの太陽系星雲内の様子はどうか」についての手がかりが得られる。また地球

上でサンプルの分析が行えるため、回収される量が少量であってもその科学的意義は極

めて大きいといえる。 

 このサンプルリターン計画では小惑星への航行に電気推進機が用いられている (1) 。

電気推進機では太陽電池からの電気エネルギーをガスに与え、ガスをプラズマ状態にし、

高速のプラズマジェットを排気して推力を得る。電気推進は推力が小さいため加速には

多くの時間を必要とするが、少ない推進剤で大きな速度変化を生み出す事が可能である。

現在、「イトカワ」から地球に向かって航行中の惑星探査機「はやぶさ」では主推進機

として、電気推進機の一種であるマイクロ波放電型イオンエンジンが使用されている。

イオンエンジンではプラズマ化したガスからイオンを静電的に加速噴出することによ

って推力を得る。従来のイオンエンジンでは直流放電型が主流であったが、「はやぶさ」

では電子サイクロトロン共鳴（Electron Cyclotron Resonance : ECR）を利用したマイクロ

波放電型が採用されている。 

MUSES-C 計画のような大規模プロジェクトが行われている一方で、人工衛星を小型

化することにより、大学、民間が参入できる小規模のプロジェクトも計画されている。

小型衛星の利用のメリットはプロジェクトが小規模になり実行し易くなるだけではな

く、複数打ち上げる事によるリスクの分散、ネットワーク的運用を可能にする事も大き

なメリットである。こうした動向に対して、本研究室では図 1.1 に示す小型衛星用のマ

イクロ波放電型イオンエンジンの開発を行ってきた(2)。イオンエンジンでは衛星の電気

的中性を保つために、イオンスラスタから放出されるイオンと同量の電子を放出する中

和器と呼ばれる電子源が必要である。中和器は直接推力の発生に寄与しないために低電
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力で動作する事，軽量である事が望ましい。しかし、中和器を小型化することにより性

能の低下が本研究室の実験グループにより報告されている。またその原因を探るための

実験も中和器自体が小型であるため非常に困難であり、内部のプラズマ生成機構は十分

解明されていない。 

中和器を小型化することによる性能低下の一つの原因として、ECR層で加熱された電

子が壁面に衝突し、プラズマ密度が低下するためと考えられている。損失を抑えるため

の手段として、2nd Harmonic ECRを用いることにより電子の軌道を閉じ込めることがで

きるのではないかいう報告がある(3)。そこで本研究では数値解析を利用し、内部の電子

の軌道に着目した。プラズマを粒子として扱うためにプラズマ解析には PIC法(Particle In 

Cell Method)、マイクロ波伝播には FDTD法（Finite Difference Time Domain Method）を用

い、マイクロ波とプラズマの挙動を自己無撞着に計算する PIC+FDTDコードを使用した。 

 

この論文の構成は以下の通りである。 

第１章では研究の背景と目的について述べた。 

第２章では ECRプラズマ推進システムについて述べる。 

第３章ではマイクロ波による電磁波の解析にもちいる用いる FDTD法、プラズマ中の

粒子の挙動解析に用いる PIC法、マイクロ波の伝播およびプラズマの挙動を自己無撞

着に計算するための FDTD+PICカップリングコードついて述べる。 

第４章では計算結果について述べる。 

第５章では結論を述べ，本研究の総括を行う。 
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   図 1.1 小型衛星用のマイクロ波放電型イオンエンジン 
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第 2章 イオンエンジンの原理 

 

2.1 イオンエンジン 

 イオンエンジンとは燃料となる推進剤をプラズマ化し、3 枚からなる静電グリッドに
よりイオンを後方に噴射し、その反作用により推力を得る装置である。図 2.1 に概念図
を示す。イオンエンジンの物理機構は主に以下の 3つに分けられる。 

1.推進剤を電離するイオン生成部 (Ionization) 
2.生成されたイオンを静電的に加速して推力を得る加速部 (Acceleration) 
3.放出されたイオンビームを電気的に中和する中和部  (Neutralization) 
これらの各過程はそれぞれイオン源、加速電極、中和器によって行われる。 

 
 

2.2 マイクロ波放電型イオンエンジン 

イオンエンジンはプラズマ生成方法により直流放電型、マイクロ波放電型などに分類

される。本研究の対象であるマイクロ波放電型イオンエンジンの概念図を図 2.2に示す。
マイクロ波放電とは、マイクロ波帯域の交流電場によって電子を加速し、中性粒子と衝

突電離により電子の数が増加し気体がプラズマ化され放電が維持されることである。こ

のマイクロ波放電は直流放電型と比べた場合、以下のようなメリットがある。 
・プラズマ生成に電極を必要とせず、それによるエンジン寿命の制約がない 
・ヒーターを用いないため、予備加熱が不要となりエンジンを即座に立ち上げること

が出来る。 
・1台のマイクロ波電源で複数台のエンジンにプラズマを生成できるため、中和器のプ
ラズマも同時に生成することが可能となり、システム構成の簡素化、信頼性の向上、

衛星の重量軽減をもたらす。 
マイクロ波放電型イオンエンジンはプラズマの生成に電子サイクロトロン共鳴 

(Electron Cyclotron Resonance : ECR) を利用し、電子の加熱効率を上げている。 
 

2.3 電子サイクロトロン共鳴 

 ECRの原理と概念図を図 2.3と図 2.4 にそれぞれ示す。真空中に存在する荷電粒子は
磁場中でローレンツ力を受ける。この向心力のため磁力線に巻きつくようなサイクロト

ロン運動と呼ばれる回転運動が現れる。磁界における電子の運動方程式は次式で表され

る。 
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Bvv
×−= e

dt
dm                      (2.1)  

ここで m は電子の質量、v は速度ベクトル、e は電荷量、B は磁束密度である。このと
きの円軌道の半径 rLはラーマ半径と呼ばれ 

   Be
mvrL

⊥=                  (2.2) 

で与えられる。ここで v⊥は電子の Bに対する垂直な速度成分の大きさである。 
プラズマを構成している荷電粒子は全て反磁性体である。そのためサイクロトロン運

動の回転の方向は、外部磁場の向きに対して荷電粒子の回転によってできる磁場が常に

逆を向く方向である。つまり電子は磁場に対して右回りの回転運動を行う。この回転運

動の角周波数はサイクロトロン角周波数と呼ばれ 

m
Be

ce =ω                                  (2.3) 

で与えられる。電子は電場と逆向きに加速されるため、磁場中の電子の回転方向と逆向

きに、回転する速さが等しい電場をかけると電子は連続的に加速され、電場から効率的

にエネルギーを受けとることができる。これが電子サイクロトロン共鳴現象である。 
 

2.4 ECRプラズマの原理  

ECR プラズマ発生装置では、導波管やアンテナを用いて角周波数ωrfのマイクロ波を

入射し、プラズマを生成する。生成されたプラズマ中の電子はサイクロトロン角周波数

ωce に従って、磁力線方向に向かって右回りの旋回運動を行う。一方で、強磁場側から

入射したマイクロ波はプラズマ中を浸透し、電子サイクロトロン波と呼ばれる右回りの

円偏波を励起する。この波は弱磁場側へ伝播し、角周波数が電子サイクロトロン角周波

数と一致する層で急速に減少してマイクロ波から電子にエネルギーが吸収される。 
 

ωce = ωrf                           (2.4) 

この関係が成り立つときに ECRが生じる。 
 また逆に、ECRを起こすときに必要な磁束密度の大きさを Bresとすれば(2.3)，(2.4) 式
より 

q
m

B rf
res

ω
=                (2.5) 

となる。ECRによってエネルギーを増大させた電子は磁力線に拘束されながら次々と効
率よく周辺の中性粒子と衝突電離を繰り返す。このようにして生成されたプラズマが

ECRプラズマである。 
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図 2.1 イオンエンジンの構成図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.2マイクロ波放電型イオンエンジンシステムの概念図 
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図 2.3 ECRの原理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.4 ECRの概念図 
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第 3章 計算手法 

 
3.1 緒言 
この章では，本計算で使用したカップリングコードの詳細について述べる。プラズマ

を解析する手法としては，プラズマを電磁流体として取り扱う方法とプラズマを粒子と

して取り扱う方法に大別される。本計算では特に電子の放電室内での軌道，中性粒子と

の衝突などの電子の粒子としての挙動を詳しく解析する為に，プラズマを粒子として取

り扱う粒子法を採用した。その軌道計算には粒子法の中でも一般的に良く使われている

PIC(particle-in-cell) 法 を 採 用 し た 。 ま た ， マ イ ク ロ 波 の 解 析 に は FDTD

（finite-difference-time-domain）法と呼ばれる電磁波の解析に最適な手法を採用した。

FDTD法はアルゴリズムが単純である事，境界条件の取り扱いが容易などの特徴を持つ。

以下にプラズマ解析手法，マイクロ波解析手法の順に説明を行い，両手法のカップリン

グ方式を述べる。 

 
3.2 プラズマ解析手法 
3.2.1 粒子シミュレーション 

3.2.1.1 基礎式(4) 

 プラズマの挙動を解析する際の基礎式として運動方程式を用いる。式を以下に示す。 

( )BvEv
×+= q

dt
dm  

vx
=

dt
d  

ここで，mは粒子質量，vは粒子の速度， xは粒子の位置，tは時間，qは粒子の持つ電

荷，Eは電場，Bは磁束密度を表わす。一般的な実験室プラズマは 1 cm3当りに 1010～

1014 個が含まれ，この粒子全部を取り扱うことは最新のスーパーコンピュータを用いて

も不可能であり，実用的でない。そこで粒子シミュレーションで取り扱う粒子として，

実際の粒子の電荷質量比を一定に保ったまま多数の粒子の電荷と質量を１つにまとめ

た超粒子を使用する事とする。超粒子数は，１セルに含まれる粒子数が 10 個以上にな

る事と取り扱う粒子数よりも超粒子の重みが少ない事（統計性から）から決定する。 

 

 

3.2.1.2 計算方法 

 （3.2）式に leap-frog法による時間中心差分を施すと， 

(3.1)

(3.2)
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21
1

+
+

=
∆
− n

nn

t
vxx  

となる。ここで，各変数の上付き添え字は時間に関するもので，nはタイムステップで

ある。（3.1）式に時間中心差分を施すと， 

( )
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧ ×++=

∆
− +

+
nn-nn

n-n

m
q

t
BvvEvv 2121

2121

2
1  

である。 21n- はある時刻 nから 2t∆ だけ以前の値であることを示す。同様に， 21+n は

ある時刻 nから 2t∆ だけ進んだ値であることを示す。 

 プラズマ粒子の運動を求めるために，（3.4）式において未知量である 21+nv について解

き，求めた 21+nv と（3.3）式より新たな粒子の位置 1+nx を求めることができる。（3.4）式

を変形すると， 
SAv =+ 21n  

と書ける。ここで，α， β，γ ，δ を次のように定義する。 

nB
m
tq

x2
∆

=α  

nB
m
tq

y2
∆

=β  

nB
m
tq

z2
∆

=γ  

2221 γβαδ +++=  

なお，ここでのE，Bは粒子位置におけるそれぞれの値を表わしている。これらを用い

て行列 Aとベクトル Sは，以下のように構成される。 

⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

−
−

−
=

1
1

1

αβ
αγ
βγ

A  

⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

−++
−++
−++

=
mmnm

mmnm

mmnm

vvcEv
vvcEv
vvcEv

yxzz

xzyy

zyxx

αβ
γα
βγ

S  

ここで， mtqc ∆= ， 21−= nm である。さらに（3.5）式を次のようにして変形し，速

度を求めることができる。 

SAv 121 −+ =n  

⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

+−+
++−
−++

=−

2

2

2

1

1
1

1
1

γαβγβαγ
αβγβγαβ
βαγγαβα

δ
A  

 

(3.3)

(3.4)

(3.5)

(3.6)

(3.7)

(3.8)

(3.9)

(3.10)

(3.11)

(3.12)

(3.13)
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3.2.1.3 メッシュサイズ，タイムステップ(5) 

 計算に用いるメッシュサイズ∆は，電子温度 Te，ボルツマン定数 kb，電子密度 neから

計算される。 

デバイ長λDe， 

2
e

eb0
De en

Tkε
λ =  

に対して， 

Deλ≤∆  

であることが望ましい。また，タイムステップはプラズマ周波数ωpe， 

0e

2
e

pe ε
ω

m
en

=  

に対して， 
1

pe
−≤∆ ωt  

とすれば，数値的な不安定性は生じない。時間積分の精度まで考えると，通常は 
1

pe20 −≤∆ ω.t  

が用いられる。また，磁場中の荷電粒子のサイクロトロン運動にともなう現象をシミュ

レートするためには，電子サイクロトロン周波数ωc 

em
eB

=cω  

に対して， 
1

c
−<<∆ ωt  

である必要がある。 

 
3.2.2 PIC法(6) 

3.2.2.1 内挿計算 

シミュレーションでは，電磁場量を空間格子点上で求める。そのため，計算粒子の電

荷，電流を空間の格子点上に分配し，マクスウェル方程式を用いて電磁場を計算しなけ

ればならない。また，粒子が感じる電磁場を計算する際，格子点上に割り振られた電磁

場を内挿する必要がある。このような計算を行うため，粒子シミュレーションにおいて

標準的な手法である PIC法（Particle In Cell method）を用いる。 

まず，粒子の位置から近傍のセル座標 ( )k,j,i を求める。次に，図 3.1 に示す

212121 dz,dz,dy,dy,dx,dx を求める。その値を用いて，図中にあるような直方体 81 VV～ の体

積を求める。この体積比から粒子が感じる電磁場を内挿することができる。 

 具体的には，座標 ( )z,y,x 上にある粒子が感じる電場 ( )z,y,xE は，計算セルの体積をV ，

図に示すような粒子によって仕切られた空間体積をそれぞれ 81 VV～ とすると，格子点上

(3.15)

(3.16)

(3.17)

(3.19)

(3.14)

(3.18)

(3.20)
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の重みは 

( )81n
n ～== n

V
VA  

となり， 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )11111111
1111

8765

4321

++++++++++++
+++++++=

k,j,iEAk,j,iEAk,j,iEAk,j,iEA
k,j,iEAk,j,iEAk,j,iEAk,j,iEAz,y,xE

 

と表わされる。 

 

3.2.2.2 電荷密度および電流密度計算 

 電荷密度，電流密度はそれぞれ図 3.1 に示されるセルの格子点上で定義され，セル中

に N個の粒子を代表した１個の超粒子が存在したとき，格子点 ( )kji ,, 上に割り振られる

電荷は， 

( ) qN
V
V

k,j,i 2
1=ρ  

となる。すべての粒子について和をとれば，格子点状での電荷密度が得られる。また，

電流密度は 

vj qn=  

より， 

( ) vj qN
V
V

k,j,i 2
1=  

PIC法では(3.23)式から求まる電荷密度を元にポアソン方程式を解くことにより，静電

場の効果をシミュレート可能となる。静電場を考慮する為には(3.15)式を満たす事が必要

である。(3.15)式の意味は，実際のプラズマ中での電場はデバイ長で遮蔽される為，この

効果を PIC法において再現する場合は，デバイ長以内のセルの電場の影響だけを考慮す

ればよい事を示している。一般のプラズマの場合，デバイ長は m~ 4
De 10−λ である。 

 

3.2.3 荷電粒子と中性粒子の衝突 

 荷電粒子は電磁場の影響を受けて，中性粒子と衝突する。プラズマは電子，イオン，

中性粒子からなるとする。電子とイオンの数密度は中性粒子の数密度より非常に小さい

ため，電子-電子，電子-イオン，イオン-イオンの各衝突は無視できるものとする。電

子と中性粒子は弾性，励起，電離衝突をすると仮定する。なお，以下に用いる乱数(7)は

（0,1）間に一様に分布する乱数である。 

 

3.2.3.1 平均自由行程と透過度 

面α，厚さ l，その物質の数密度 N の板を考える。エネルギーEの粒子ビームが，面α

(3.21)

(3.22)

(3.23)

(3.24)

(3.25)
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に垂直に当るものとする。衝突をせずに板を透過してくる粒子数は，入射粒子数より減

少する。その減少度はσ を衝突の断面積とすれば， 
dlnNdn σ−=  

と表わされ，これより 
( )lNexpnn σ−= 0  

となる。ここで， 0n は面α（ 0=l ）でのビーム中の粒子である。それゆえ，（ dll,l + ）

間で最初の衝突が起こる確率は， 
( ) ( ) dlNlNexpdllPinitial σσ−=  

となり， l以下で最初に衝突が起こる確率は， 

( ) ( )
( )lNexp

dllPlP
l

initial

σ−−=

= ∫
1

0  

となる。最初の衝突までに粒子が走る平均距離λは ( )lP の一次のモーメントである。 

( )

σ

λ

N

dlllP

1
0

=

= ∫
∞

 

これを平均自由行程という。よってモンテカルロ法によって，任意の点から出発し最初

の衝突が起こるまでの距離 lを決めるには，乱数 rを用いて， 
( )

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛−−=

=

λ
lexp

lPr

1
 

で表わされ，これを変形して， 
( )rl −−= 1lnλ  

となる。ここで， rは一様乱数であるから r−1 を rとすれば， 
)ln(rl λ−=  

と表わされる。また，速さ vの粒子が気体分子と衝突する際の断面積をσ とすれば，こ

の粒子が１秒間に気体分子と衝突する回数υは， 

Nv

v

σ
λ

υ

=

=
 

となり，これを衝突周波数という。 

 

3.2.3.2 衝突確率，衝突判定 

 すべての衝突の断面積は，荷電粒子の全エネルギーの関数として表わされる。 
( )Eσσ =  

(3.26)

(3.27)

(3.28)

(3.29)

(3.30)

(3.31)

(3.32)

(3.33)

(3.34)

(3.35)
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荷電粒子速度がわかれば，荷電粒子と中性粒子の各衝突における衝突周波数がわかり，

全衝突周波数 totalυ がわかる。したがって，ある粒子mの衝突確率 mcollision,P は以下の式で

表わすことができる。 
mtotalgastotal vn συ =  

( )
( )texp

tvnexpP

∆−−=

∆−−=

total

mtotalgasmcollision,

1

1

υ

σ
 

ここで， gasn は中性粒子の数密度， mv は粒子mの速度， totalσ は全衝突断面積である。あ

る乱数 1r（ 10 1 << r ）を用いて， 1mcollision, rP > のときに粒子mはタイムステップ t∆ の間に

衝突が起こるとする。 

 

3.2.3.3 衝突計算 

 乱数 2r を用いて以下のように衝突の種類を決める。ここでは例として，電子と中性粒

子の衝突について示す。弾性衝突断面積を elasticσ ，励起衝突断面積を excitationσ ，電離衝突

断面積を ionizationσ とする。 
 

total

elastic
20

σ
σ

≤≤∗ r  

total

excitationelastic
2

total

elastic

σ
σσ

σ
σ +

≤≤∗ r  

total

ionizationexcitationelastic
2

total

excitationelastic

σ
σσσ

σ
σσ ++

≤≤
+

∗ r  

 

ここで， ionizationexcitationelastictotal σσσσ ++= である。このように断面積の比と乱数を対応さ

せ，衝突の種類を決める。計算では中性粒子としてキセノンを用い，その断面積 

データ(8) (9) (10)を図 3.2に示す。 

 

3.2.3.4 エネルギーと散乱角 

粒子は衝突の前後でエネルギーの受け渡しを行い散乱される。以下にそれぞれの衝突

におけるエネルギーと散乱角について述べる。 

①弾性衝突 

 まず，分子同士の弾性衝突を考える。速度 ( )21 vv , を持つ分子対の衝突後の速度を ( )21 vv ′′ ,

とすると， 

( )uvvv ′−+=′ 211 2
1  

(3.36)
(3.37)

のとき弾性衝突 

のとき励起衝突 

のとき電離衝突 

(3.38)
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( )uvvv ′++=′ 212 2
1  

と表わすことができる。ここで， 12 vvu ′−′=′ （相対速度）である。電子と中性粒子の衝

突も同様に考える。衝突前の電子，中性粒子の速度をそれぞれ ev ， nv ，衝突後の速度を

それぞれ ev′， nv′とする。電子と中性粒子の衝突では，電子は中性粒子に比べ質量が非常

に小さいため，電子のみが散乱される。中性粒子の速度 nv を無視すれば，相対速度は

een vvvu −≅−= としてよい。よって，電子の質量をm，中性粒子の質量をM とすれば，

次式が成立する(11)。 

hvv
Mm

sinM
Mm
cosMm

+
+

+
+

=′
χχ

ee  

hの直交座標成分は 
φcosvh erx =  

er

ezeeyex

v
sinvvcosvv

hy

φφ −
−=  

er

eyeezex

v
sinvvcosvv

hz

φφ −
−=  

ここで， 

2
ez

2
eyer vvv +=  

2
ez

2
ey

2
exe vvvv ++=  

であり， χは散乱角，φは任意の角である。(3.40)式はエネルギー損失を含んでいる。 

 次に，衝突前後のエネルギー収支を考える。衝突前の電子のエネルギーを eincident,E とし，

衝突後の電子のエネルギーを escattered,E とすれば，エネルギー収支は以下のように表わされ

る。 
eincident,escattered, EE =  

電子は，エネルギー eincident,E が小さいとき等方散乱され，大きいときは主に前方散乱とな

る。これを考慮した散乱角 χの確率密度を ( )χg として以下に示す(12)。ここで， eincident,E の

単位を eVとする。 

( ) ( )πχ
χ

χ
χ ≤≤

⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧ ++

= 0
1

2
12 2

e,incidente,incident

e,incident

ElnsinE

sinE
g  

これを解けば， 
( ){ }

eincident,

r 
eincident,

3112
1

E
E

cos
+−

+=χ  

(3.39)

(3.40)

(3.41)

(3.42)

(3.43)

(3.44)

(3.45)

(3.46)

(3.47)

(3.48)



15 

となる。この値を(3.40)式に用いて衝突後の速度を求める。このとき，任意の角は 

42 rπφ =  

として与える。 

 

②励起衝突 

 基底状態にある中性粒子をある準位に励起したとき，電子が失う励起エネルギーを

excitationE とし，入射電子のエネルギーを eincident,E ，励起後のエネルギーを escattered,E ，励起後の

速度を v~とする。エネルギー収支は， 
excitationeincident,escattered, EEE −=  

と表わされ，励起後の速度は 

eincident,

excitation
e 1

E
E~ −= vv  

となる。励起衝突を励起と弾性衝突に分けて考えれば，励起衝突でエネルギーを失った

後に(3.51)式中 v~の速度で弾性衝突をすると考えることができる。(3.40)式中 ev に v~を用

いて，衝突後の速度 ev′を求める。このときの散乱角には(3.48)式を用いるが(3.48)式中の

eincident,E には(3.50)式から求められる escattered,E を用いる。励起エネルギー excitationE は，キセ

ノンの場合 8.34 eVである。 

 

③電離衝突 

 入射電子のエネルギーを eincident,E ，散乱電子のエネルギーを escattered,E ，生成電子のエネル

ギーを ecreated,E ，電離エネルギーを ionizationE とする。エネルギー収支は 
ionizationeincident,ecreated,escattered, EEEE −=+  

と表わされる。 

電離後の散乱電子のエネルギーは以下のように求められる(13)。 

⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛ −
=

B
EE

tanrtanBE
2

ionizationeincident,1-
5escattered,  

ここで，Bはガスに固有の値でキセノンでは 8.7 eVとなる。 

また，入射電子が電離によって失うエネルギーを E∆ とすると， 
escattered,eincident, EEE −=∆  

と表わされる。(3.51)式から電離後の電子の速度は， 

eincident,
e 1

E
E~ ∆

−= vv  

となり，励起衝突の場合と同様に，この速度で弾性衝突をすると考える。(3.40)式中 ev に

v~を用いて，衝突後の速度 ev′を求める。散乱角には(3.48)式を用いるが，(3.48)式中の

eincident,E には(3.53)式から求められる escattered,E を用いる。電離エネルギー ionizationE は，キセノ

(3.49)

(3.50)

(3.51)

(3.52)

(3.53)

(3.54)

(3.55)
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ンの場合 12.13 eVである。  

 電離後の生成電子の持つエネルギーは， 
ionizationecreated, EEE −∆=  

となる。また，入射電子の速度 ev を用いて生成電子の速度は 

m
E

v
ecreated,

e

e
ecreated,

2v
v =  

と表わされる。この速度で弾性衝突をすると考えれば， ecreated,v を ev の代わりに(3.40)式に

代入して，衝突後の速度を求める。このときの散乱角は生成電子のエネルギー ecreated,E を

用いて(3.48)式から求める。 

 

3.2.3.5 Null-collision法(14) (15) 

 計算時間短縮のため，Null-collision 法を用いる。これには，架空の衝突断面積 fakeσ を

導入する。すべての電子のエネルギーEに対して 

totalfake σσ <  

であるとし，例えば電子と中性粒子の衝突においては 

fakeionizationexcitationelastictotal σσσσσ +++=  

とする。ここで， 

constant
n gas

collision
total ==

υ
σ v  

を満たす fakeσ を導入すれば， collisionυ が一定，すなわち mcollision,P が一定となりエネルギーに

依存しない。したがって，粒子毎に mcollision,P を計算する必要が無くなり，全粒子に対し

て衝突計算を行わず，衝突を起こす粒子のみについて衝突の種類を決めればよい。これ

により，計算時間を大幅に短縮できる。衝突の種類を決めるときは，3. 2. 3. 3節におい

て， fakeionizationexcitationelastictotal σσσσσ +++= とし， 
 

12
total

ionizationexcitationelastic ≤≤
++

∗ r
σ

σσσ
 

とする。Null-Collision Processが選ばれたときには，粒子の運動は何ら変化しないものと

する。図 3.3 に電子と中性粒子の衝突におけるキセノンガスの中性粒子密度で規格化し

た衝突周波数を示す。本計算では Null-Collision 法で用いた gascollision nυ の値は 2×10-12 

m3/secである。 
 

 

 

 

(3.56)

(3.57)

(3.58)

(3.59)

のとき Null-Collision Process 

(3.60)
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図 3.1 PIC法におけるセルの構成 
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図 3.2 電子と Xeの衝突断面積 

 

 

 

 

 
 

図 3.3 Xeの数密度で規格化した、電子の Xeの衝突断面積 
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3.3 マイクロ波解析手法(16) (17) 
3.3.1 FDTD法 

3.3.1.1 基礎式 

 マイクロ波伝播解析には，FDTD法（Finite Difference Time Domain method）を用いる。

FDTD 法は数値電磁場解析の分野において，モーメント法や有限要素法と同様に，アン

テナや平面回路など数多くの複雑な問題に適用され，主要な解析手法として多く用いら

れている。計算には，マクスウェル方程式を基礎式として用いる。以下に基礎式として

用いる微分形式のマクスウェル方程式を示す。 

JEH

HE

+
∂
∂

=×∇

∂
∂

−=×∇

t

t

0

0

ε

µ
 

ここで， Eは電場，Hは磁場， 0µ は真空の透磁率， 0ε は真空の誘電率， Jは電流密度

を表わす。 

 

3.3.1.2 差分式 

 三次元の FDTD法で用いられる電場，磁場の空間配置を図 3.4に示す。このように，

電場，磁場ともに空間的に交互に配置され，電場はセルの各辺に沿って，磁場はセル面

の中心で与えられる。これは Yeeによって提案され(18)，電場の回転（ E×∇ ）が磁場を，

磁場の回転（ H×∇ ）が電場の方程式を満たすように配置されている。 

 この電磁場の配置のもと，(3.60)式，(3.61)式を空間，時間とも中心差分した式を以下

に示す（(3.62)~(3.67)式）。ここで， z,y,x ∆∆∆ は空間幅， t∆ は時間幅，添え字 ( )kji ,, はセ

ル中での座標，添え字 nは時間ステップを表わす。 

( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( ) ( )

⎪⎭

⎪
⎬
⎫

⎪⎩

⎪
⎨
⎧

∆
++−+

+
∆

+−++

++
∆

+++=++
−+

y
k,j,iEk,j,iE

z
k,j,iEk,j,iE

k,j,i
tk,j,iHk,j,iH

nnnn

nn

2112121121

2121
21212121

zzyy

0

2
1

x
2
1

x µ
 

 

( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( ) ( )

⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

∆
++−+

+
∆

+−++

++
∆

+++=++
−+

z
k,j,iEk,j,iE

x
k,j,iEk,j,iE

k,j,i
tk,j,iHk,j,iH

nnnn

nn

1212121211

2121
21212121

xxzz

0

2
1

y
2
1

y µ
 

(3.60)

(3.61)

(3.62)

(3.63)
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( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( ) ( )

⎪⎭

⎪
⎬
⎫

⎪⎩

⎪
⎨
⎧

∆

++−+
+

∆
+−++

++
∆

+++=++
−+

x
k,j,iEk,j,iE

y
k,j,iEk,j,iE

k,j,i
tk,j,iHk,j,iH

nnnn

nn

2112121121

2121
21212121

yyxx

0

2
1

z
2
1

z µ
 

 

( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( )
⎪
⎭

⎪
⎬

⎫

+−
∆

++−−+
+

⎪
⎩

⎪
⎨

⎧

∆
−+−++

+
∆

++=+

++

++

+

k,j,iJ
z

k,j,iHk,j,iH

y
k,j,iHk,j,iH

k,j,i
tk,j,iEk,j,iE

nn

nn

nn

21
21212121

21212121

21
2121

x

2
1

y
2
1

y

2
1

z
2
1

z

0
x

1
x ε

 

 

( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( )
⎪
⎭

⎪
⎬

⎫
+−

∆
++−+−

+

⎪
⎩

⎪
⎨

⎧

∆
−+−++

+
∆

++=+

++

++

+

k,j,iJ
x

k,j,iHk,j,iH

z
k,j,iHk,j,iH

k,j,i
tk,j,iEk,j,iE

nn

nn

nn

21
21212121

21212121

21
2121

y

2
1

z
2
1

z

2
1

x
2
1

x

0
y

1
y ε

 

 

( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( )
⎪
⎭

⎪
⎬

⎫
+−

∆
++−+−

+

⎪
⎩

⎪
⎨

⎧

∆

+−−++

+
∆

++=+

++

++

+

2121212121

21212121

21
2121

z

2
1

x
2
1

x

2
1

y
2
1

y

0
z

1
z

k,j,iJ
y

k,j,iHk,j,iH

x
k,j,iHk,j,iH

k,j,i
tk,j,iEk,j,iE

nn

nn

nn

ε

 

 

(3.62)~(3.67)式から，時間ステップが 21+n での磁場 2
1

+n
H は，その半ステップ前での電

場 nE と１ステップ前の磁場 2
1

−n
H から求めることができ，時間ステップが 1+n での電場

(3.64)

(3.65)

(3.66)

(3.67)
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1+nE は，半ステップ前の磁場 2
1

+n
H と１ステップ前の電場 nE から求めることができる。初

期値については， 2
1

+n
H は nE から計算されるので，アンテナの根元に nE だけを与える。 

 

3.3.2 安定条件 

 計算結果の正確さを保つため，空間の増分値 z,y,x ∆∆∆ は波長λに比べて十分小さくな

ければならない。（ 10λ 以下） 

 時間ステップ t∆ は，Courantの安定化条件より 

( ) ( ) ( )222

111
1

zyx
v

t

∆
+

∆
+

∆

≤∆  

を満たさなければならない。この条件は極めて厳しく，わずかでも満足しなければ計算

が不安定になる。 

 

3.3.3 境界条件 

3.3.3.1 PEC(Perfect Electric Conductor )境界条件 

 境界面が金属のような完全導体である場合，境界に平行な電場成分を 0とする PEC境

界条件を用いる。放電室内壁は導体を仮定しているので，この境界条件を適用する。 

 

3.3.3.2 Mur吸収境界条件(19) 

 開放領域を取り扱う場合，計算領域を仮想的な境界で閉じなければならない。この境

界を吸収境界といい，この吸収境界が完全でなければ，反射波が解析領域に戻ってしま

い，誤差の原因となる。ここでは，定式化が容易で広く使用されているMurの吸収境界

条件を用いる。 

 0=x の吸収境界に xの正の方向から zE 成分を持つ平面波が入射する場合を考える。伝

播速度を vとすると， xの負の方向に進む波は 

( )vtxEE += zz  

と表わされ，次の微分方程式を満足する。 

01 zz =
∂
∂

−
∂
∂

t
E

vx
E  

0=x の境界で完全に反射がないならば，電場は(3.69)式の形を保ったまま伝播するはず

である。すなわち，境界でも(3.70)式が満足される。これを FDTD 法の形式に定式化す

るため，時間について差分化すると 

(3.69)

(3.70)

(3.68)
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x
Ev

t
EE

t
E

n

nn

∂
∂

=

∆
−

=
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−

−

2
1

z

1
zzz

 

となる。右辺の xについての微分は，電場が xx ∆= ,0 に割り当てられていることから，

2xx ∆= で行い，(3.70)式に代入すると 

( ) ( ) ( ) ( )
x
EEv

t
EE

nnnn

∆
−

=
∆
−

−−− 012121 2
1

z
2
1

z
1

zz  

となる。(3.72)式の ( ) ( )2121 1
zz
−nn E,E も FDTD 法では直接求めることはできないため，前

後の値で平均して求める。そして， zE についてまとめると 

( ) ( ) ( ) ( ){ }210211211210 1
zz

1
zz +−+

∆+∆
∆−∆

++=+ −− k,j,Ek,j,E
xtv
xtvk,j,Ek,j,E nnnn  

となる。これをMurの１次吸収境界条件という。上式は吸収境界に平行な電場成分につ

いて適用される。 
 

3.3.4 給電方法 

 本計算における給電方法は同軸ケーブルを模擬し，図 3.5 に示すように動径方向の４

つの電場を中心導体に与える同軸線路給電を用いる。また，放電室出口には，Murの一

次吸収境界条件を与え，中心導体には PEC境界条件を与えた。中心導体に与える電場の

x方向成分 xE ，y方向成分 yE は近似的に 

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ ∆

=

a
xr

VE
ln

x  

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ ∆

=

a
yr

VE
ln

y  

で与えられる。ただし，V は中心導体と外部導体間の電圧， rは動径方向の距離， aは

アンテナの半径である。 

また，同軸ケーブルのインピーダンスZは以下の式で表される。 

r
RZ ln

2
1
πε

µ
=  

ここで， Rは外部導体の半径， rは中心導体の半径である。マイクロ波電力を Pとする

と， 

(3.71)

(3.72)

(3.73)

(3.75)

(3.76)

(3.74)



23 

Z
VP
2

2

=  

となり，(3.76)式，(3.77)式よりV を求め，(3.74)式，(3.75)式よりアンテナに与える電場

を求める。ここで， xE を 2xr ∆= の電場で， yE を 2yr ∆= の電場で代表させると， 

( ) ( )
( )

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ ∆∆
∆

−=

−−=

a
xx

tnV
KFED,JFED,IFEDEKFED,JFED,IFEDE

ln
2

1xx

 

( ) ( )
( )

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ ∆∆
∆

−=

−−=

a
yy

tnV

KFED,JFED,IFEDEKFED,JFED,IFEDE

ln
2

1yy

 

ここで，式中の ( )KFED,JFED,IFED は電場を励振する座標を与える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3.77)

(3.78)

(3.79)
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図 3.4 FDTD法における電場と磁場の配置 

 

 

 

 

 
 

図 3.5 同軸線路給電 
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3.4 PIC 法と FDTD法のカップリング 
 本研究では，3.2で述べたプラズマ解析のPIC法と3.3で述べたマイクロ波解析のFDTD

法を組み合わせる事(20) (21)によりプラズマの挙動とマイクロ波の伝播を同時に解析する。

図 3.6 にカップリングコードのフローチャートを示す。FDTD コードで計算されたマイ

クロ波の電磁場は PICコードに渡され，その電磁場の効果が粒子の運動に影響する。ま

た，電子の挙動により計算される電流密度が FDTDコードに渡され，電磁波に粒子の効

果が加えられる。このように PICコード，FDTDコードの間で物理的に相互作用を及ぼ

すデータをやり取りすることで，プラズマおよびマイクロ波の挙動を解析する。なお，

タイムステップについては PIC 法では(3.17)式により決定され，FDTD 法では(3.68)によ

り決定され計算の安定化条件が異なる。必ずしも両者のタイムステップを一致させる必

要は無いので，本研究では PIC法の計算負荷を軽減するために FDTDコードを連続（2~40

回）で計算させた後に PICコードを 1回計算する事とした。カップリングコードは 3次

元 X – Y - Z座標系を採用する事により，3次元的構造を持つアンテナの解析を可能とし

た。 

 データの出力方法について，特に電子エネルギーの空間分布 eE についてはエネルギ

ー分布関数の平均から算出するのではなく，PIC 法のアルゴリズムを応用した方式を採

用した。エネルギー分布関数から平均を算出する場合は出力する領域ごとに，全粒子に

対して位置に関しての判定を行う必要がある。この方式で eE を出力する領域が多い場合

には計算速度の低下につながる。これに対して PIC法を利用した方式の場合の eE の計算

は次式より求まり， 

( ) ∑∑=
i

i
i

ieie AAEmE  

となる。ここで Eei は i番目の電子のエネルギー，ｍは格子点の位置，Aiは(3.21)式で計

算される格子点 m への重みを表している。 この方式では全粒子に対して１回だけ，ど

のセルに含まれるかを判定すれば全ての領域の eE が得られるという利点がある。 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3.80)
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図 3.6 カップリングフローチャート 
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第 4章 計算結果と考察 

 
4.1 小型中和器における電子加速機構 
 小型中和器では放電室自体が小型なため加速された電子が壁面に衝突し、プラズマ密

度の低下を招いていると考えられている。そこで、まず放電室内の少数の電子の軌道を

解析した。その後、多粒子での解析を行い、平均電子エネルギー分布、電子エネルギー

分布関数、電離衝突の位置、壁面損失について述べる。 

 

4.1.1 計算体系 

 図 4.1 に本研究室で使用されている小型中和器を示す。本計算ではこの体系を模擬し

図 4.2 に示すような体系を作成した。実験ではコイルにより磁場を発生させているので

磁力線は+Z 方向に一様である。３つの電子の初期エネルギーを 1eV とし、それぞれ初

期位置を図 4.2 に示す。また 4.1.5 で述べる多粒子については図 4.2 に示してある領域

1,領域 2( 688 ××  mesh)において電子エネルギー分布関数を出力した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             図 4.1 小型中和器 
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図 4.2 計算体系 
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4.1.2 計算パラメータと境界条件 

計算パラメータを表 4.1 に示す。通常は放電室内には、電子、イオン、中性粒子が存

在するが、イオンは電子に比べて非常に重いため、本計算時間内ではイオンはほとんど

動かない。よって、本計算では電子のみの挙動を追うものとする。しかし、イオンによ

って放電室壁面にシースが形成され、電子が放電室内に閉じ込められる。この影響を考

慮するため、壁面において高エネルギー電子がシースに入射したとき、シースポテンシ

ャル Vを超えたエネルギーであれば壁面損失となり、エネルギーが低ければ反射される

ものとした。そのシースポテンシャル Vを 20 eVとした。また放電室出口では本来、粒

子は外に逃げていくが、今回はプラズマの生成および損失を調べるためであるので出口

では反射とした。 

 

               表 4.1 計算パラメータ 

--------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

マイクロ波周波数               ：2.45 GHz 
タイムステップサイズ（マイクロ波）      ： sec105 13−×  

              （プラズマ粒子）     ： sec102 11−×  

初期電子エネルギー              ：1 eV 

推進剤流量                  ：0.05 sccm  

推進剤                    ：Xe 

     入力電力                   ：2 W  
     メッシュサイズ                ： 408.0 mm 

      磁場強度                   ：0.0875 T  

     超粒子数                   ：21480個 

--------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 

4.1.3 電場強度分布 

 図 4.3(a)~(c)に放電室内の電場強度の時間変化を示す。アンテナ近傍では電場強度は強

いがアンテナから離れていくと急激に弱くなっている。放電室内では(a)~(c)の変化が繰

り返し起こっている。 
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 (a)  s11105 −×  後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) s10101 −×  後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) s10105.1 −×  後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2 放電室内の電場強度の時間変化 
(a) s11105 −×  後, (b) s10101 −×  後, (c) s10105.1 −×  後 
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4.1.4 少数の電子の解析結果 

 図 4.3に電子 1~3の YZ断面の電子軌道、図 4.4に最もラーマー半径が最大となる電子

1の XY断面の電子軌道、図 4.5にそれぞれのエネルギーの変化を示す。 

図 4.3では電子は+Z軸方向に移動している。放電室内の電子のラーマー半径は時間に

よって増大と減少を繰り返している事が分かる。この原因はマイクロ波と電子のサイク

ロトロン運動の位相に起因していると考えられる。全体が ECR層なので当然、電子のサ

イクロトロン周波数とマイクロ波の周波数は一致する。そして電子の運動方向と電場の

方向が逆であるとき電子は大きなエネルギーを電場から得る。電子は+Z軸方向に移動す

るので、サイクロトロン運動とマイクロ波との間で位相のずれが生じる。そして、電子

の運動方向と電場の向きが同じ場合に電子は急激にエネルギーを失うことになる。その

後、電子が Z方向に移動し続けることにより位相がずれて加速に適している位相になり

電子はマイクロ波の電場によりエネルギーを得ることになる。したがって電子は加速、

減速を繰り返すことにより旋回半径は振幅していると言える。電子 1~3を比べるとアン

テナから遠くなるにつれてラーマー半径の最大値は小さくなっている。また図 4.4 より

電子 1の最大のラーマー半径は 0.5 mmであり、放電室径に比べて非常に小さい。図 4.5

よりも電子エネルギーが上昇と減少を繰り返していることがわかり、その振幅はアンテ

ナからの距離に依存して小さくなっている。 
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図 4.3 電子 1~3の YZ断面の電子軌道 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図 4.4 電子 1の XY断面の電子軌道 
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       図 4.5 電子 1~3の電子エネルギーの変化 
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4.1.5 多粒子での解析結果 

 次に放電室内に多粒子(100万個)を配置した。図 4.6に平均電子エネルギー分布、図 4.7

に図 4.2 に示した領域 1,2 の電子エネルギー分布関数、図 4.8 に電離衝突した位置、図

4.9に壁面衝突した電子数を示す。 

 図 4.6 よりアンテナ近傍の電子エネルギーは高いが放電室壁面では電子エネルギーは

低い。多粒子の場合でも図 4.5 のように電子のエネルギーはアンテナとの距離に依存し

ていることが分かる。 

 図 4.7の電子エネルギー分布関数を見ると領域 1のアンテナ近傍には領域 2に比べて

電子エネルギーが高い電子が多い。また領域 2のアンテナから離れた領域であってもキ

セノンの電離エネルギー12.13 eV以上のエネルギーをもった電子が存在していることが

分かる。 

 電離衝突は図 4.8 よりアンテナ近傍で多く起こっていることがわかる。電離衝突の位

置は、平均電子エネルギーが高く、高エネルギー電子の存在確率が高い領域と一致する。

しかし、アンテナから離れても数は少ないが電離衝突は起こっていることが分かる。 

 図 4.9 より壁面にはほとんど衝突していない。これは壁面付近の電子はアンテナから

の電場強度が弱いため、エネルギーの上昇が少なく、シースポテンシャルを越えること

ができないためと考えられる。放電室径 9.8 mm では壁面でエネルギーの損失はなく、

放電室径は十分広いと言える。 
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         図 4.6 15 nsec後の電子エネルギー分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          図 4.7 電子エネルギー分布関数 
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(a)XY断面 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b)YZ断面 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          図 4.8 電離衝突位置 

(a) XY断面, (b) YZ断面 
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図 4.9 壁面に衝突した電子数 
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4.2 磁場強度依存性 
4.2.1  ECRと 2nd Harmonic ECRとの比較(少数の粒子) 

 図 4.10(a)に ECR での、図 4.10(b)に 2nd Harmonic ECRでの電子１の軌道を示す。 

図 4.10(a), (b)より ECRでは位相のずれによりラーマー半径は時間により増大、減少を

繰り返しているが、2nd Harmonic ECRではラーマー半径は増大し続けている。これは 2nd 

Harmonic ECRの方が位相のずれが少ないためであり、本計算では位相が 180度ずれる前

に計算が終了していると考えられる。 

図 4.11(a),(b)より 2nd Harmonic ECR に比べ ECRの方がエネルギーの上昇は急である

ことが分かる。この結果より ECRが有効であると考えられる。その理由としては電離衝

突により発生した出口付近の電子は放電室から排出されるまでの時間が短いのでエネ

ルギーが上昇する時間が短い。電離衝突を引き起こすためには、その発生した電子を短

時間でエネルギーを上昇させる必要があり、その点において ECRが有効である。 
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(a) ECR 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 2nd Harmonic ECR 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.10 電子１の軌道 

(a) ECR, (b) 2nd Harmonic ECR 
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 (a) ECR 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 2nd Harmonic ECR 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.11 電子１のエネルギー変化 

(a) ECR, (b) 2nd Harmonic ECR 
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4.2.2  ECRと 2nd Harmonic ECRとの比較(多粒子) 

図 4.12(a),(b)に平均電子エネルギーの分布、図 4.13(a),(b)に電子エネルギー分布関数、

図 4.14(a),(b)に電離衝突発生位置、表 4.1に電離衝突発生数、図 4.14(a),(b)に壁面に衝突

した電子数を示す。 

多粒子の場合でも電子エネルギーの上昇は図 4.12の(a)と(b)を比較すると ECRの方が

有効であることが分かる。 

図 4.13(a),(b)より領域 1,領域 2ともに ECRの方が高エネルギーの電子の存在確率が高

い。しかし、2nd Harmonic ECRでも領域 1では電離衝突に必要なエネルギーを持ってい

る電子は存在している。 

電離発生位置を示した図 4.14(a),(b)を見ると ECRの方が電離衝突の発生領域が広いこ

とが分かる。この結果より電離衝突には同じ電場強度であっても、ECRにすることで電

離発生領域が広がることを確認できた。表 4.1より電離衝突の発生数を比較すると ECR

の方が多く電離衝突が発生している。 

図 4.15(a),(b)より 2nd Harmonic ECRの方が電子は壁面に衝突している。2nd Harmonic 

ECRでは電子エネルギーは低いが、磁場が弱いため式(2.2)よりラーマー半径が 2倍大き

くなるので衝突数が多くなったと考えられる。 

損失を抑えるためには軌道を閉じ込めることが重要であったが、この体系では

ECR,2nd Harmonic ECR ともに電子軌道は放電室に比べ非常に小さく壁面への衝突によ

る損失は少ないことが分かった。そこで重要なのは生成であり、2nd Harmonic ECRでも

プラズマは生成されることが確認できたが、ECRに比べその効果は少ないことが分かっ

た。以上のことより最適な磁場は ECRであることが分かった。 
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(a) ECR 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

(b) 2nd Harmonic ECR 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            図 4.12 15 nsec後の平均電子エネルギー分布 

(a) ECR, (b) 2nd Harmonic ECR 
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 (a) ECR 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 2nd Harmonic ECR 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.13 15 nsec後の電子エネルギー分布関数 

(a) ECR, (b) 2nd Harmonic ECR 
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(a) ECR 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 2nd Harmonic ECR 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.14 電離衝突発生位置 

(a) ECR, (b) 2nd Harmonic ECR 

 

 

表 4.1 電離衝突発生数 

ECR 19770 回

2ndECR 12087 回
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(a) ECR 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 2nd Harmonic ECR 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.15 壁面に衝突した電子数 

(a) ECR, (b) 2nd Harmonic ECR 

 

 

 

 



46 

4.3 放電室径依存性 
 放電室径による影響を調べるために放電室径をΦ2.4mm~Φ10mm まで変化させて計

算を行った。なお、推進剤流量を 0.05 sccm と一定にしている。放電室径を変化させる

ことによる中性粒子密度の変化はコンダクタンスの計算により設定した(22)。また初期粒

子数は初期プラズマ密度を 16101× m-3とするために各計算で調整している。 

 図 4.15に横軸に放電室径、縦軸に壁面に衝突した電子の割合を示す。表 4.2に 150 nsec

後の放電室内のプラズマ密度、平均の電子エネルギーを示す。図 4.16に表 4.2の値より

概算した電流値を示す。電流値は式(4.1)を用いた(23)。 

)
2
1exp(−=

e

e
p m

kT
SenJ              (4.1) 

eは電子の電荷、 pn は電子密度、 eT は電子エネルギー、 em は電子の質量、kはボルツマ

ン係数、Sは放電室径の面積である。 

図 4.15より放電室径が 6.5 mm以下で損失の割合が増えてはじめていることがわかる。

この結果から 6.5 mmより放電室径が小さくなると、20 eV以上の電子の壁面付近での存

在確率が増加していることが言える。よって壁面付近まで壁面に電子が衝突してしまう

電場強度が行き届いていることが分かる。 

 表 4.1 より径が小さくなるほどプラズマ密度は高くなっていることが分かる。これは

中性粒子密度が高いため電離衝突が多く起こっているためと考えられる。電子エネルギ

ーは 9.8 mm, 2.4 mmでは低くなっている。9.8 mmでは電場強度が弱く壁面付近の電子エ

ネルギーが低いためであり、2.4 mmでは壁面に衝突し、エネルギーを失っているためで

あると考えられる。 

 図 4.16より放電室径が 2.4~6.5 mmまでは 4.1 mmがピークになっており、この範囲で

は 4.1 mm が最適な値であるといえる。放電室径を小さくすることで電流値の上昇が見

られるのはプラズマ密度が上昇するためである。しかし、径を小さくすると壁面損失が

増え、電子を引き出す面積が減るので、その結果、引き出すことができる電流値が下が

る。これらの関係からどこかに最適値があるはずだが、9.8 mmでは電流値が大きく上が

っている。この計算は電流値に関しては正しく計算されていないといえる。その原因と

しては計算時間の問題が考えられる。径が小さいほど中性粒子密度が高く、中性粒子密

度が高いとプラズマ密度の増加は著しく増加し、2.4 mmでは初期条件と比べると約 7.2

倍、9.8 mmでは約 1.02倍となっており、計算時間が増えるとその差はさらに拡大する。

そのため、どの時間まで計算するのかというのが大きな問題となる。もうひとつの問題

として電流を引き出すために電子を加速していないということが考えられる。実際は、

電圧をかけて電子を加速しているのでそれによって電子エネルギーが増加する。結果と

して、引き出される過程で電離衝突が起き、電子電流は増加する。本計算ではその効果

を考慮していない。以上の理由より最適な放電室径を求めるために、電流値を見積もる
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にはさらなる検討が必要であると考えられる。 
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          図 4.16 放電室径と衝突した電子数の割合 
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表 4.2 150 nsec後のパラメータ 

 

放電室径（mm） 中性粒子密度(m-3) プラズマ密度(m-3) 電子エネルギー（eV） 

9.8 9.31E+18 1.0229E+16 9.6

6.5 2.55E+19 1.1234E+16 22.22

4.9 5.83E+19 1.71254E+16 31.65

4.1 1.02E+20 3.02768E+16 31.05

2.4 2.06E+20 7.20995E+16 18.53

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              図 4.17 推定電流値 
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第 5章 結論 
 

 カップリングコードを用いて、マイクロ波放電型小型中和器内におけるプラズマ生成

機構を解析した。その結果を以下に示す。 

  

放電室径 10 mmの小型中和器で計算を行った。放電室全域には十分な電場強度がなく、

主にプラズマ生成が起こっている領域はアンテナ近傍であった。ECRではサイクロトロ

ン運動と電磁波の位相のずれの問題、電場強度が壁面付近では十分ではないため電子の

壁面での衝突は非常に少ないことが分かった。その損失は 2nd Harmonic ECRと比べて少

なかった。生成の面において、ECRの方がエネルギーの上昇が急であり、有効であるこ

とが分かった。以上の結果より最適な磁場は ECRであることが示された。 

 

 放電室を小さくしていくことで電子の壁面への衝突が増えていった。しかし、9.8 mm 

から 6.5 mmまでは電子の壁面への衝突の割合が少ないまま、ほとんど変化しなかった。

この結果よりアンテナ近傍以外ではエネルギーの高い電子の存在確率は少ないことが

示された。得られた計算結果から電流値を概算し検討したが、今回の計算では最適値を

見つけ出すことができなかった。計算条件の見直し、計算コードの改良などが今後の課

題として挙げられる。 
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